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令和７年度介護保険特別会計予算（案）の概要 

 

 

 

第１ 予算編成概要 

  この特別会計は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条第２項の規定に基づ

き、収入支出に係わる経費を明確にするため設置するものである。 

  介護保険特別会計の構成は、主に「総務費」、「保険給付費」、「地域支援事業費」に区

分され費用負担が定められている。 

  「保険給付費」についての費用負担は、総額の２分の１を公費（税金を財源とする国・

地方公共団体の負担金）で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになる。 

  公費分の負担割合は、国が介護給付費負担分として２５％（施設給付は１５％）、都道

府県が１２．５％（施設給付は１７．５％）、市町村が１２．５％となっている。保険料

の負担割合は、第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。 

  また、「地域支援事業費」の費用負担についても、介護予防・生活支援サービス事業費、

一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）については、総額の２分の１を

公費で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が２

５％、都道府県が１２．５％、市町村が１２．５％となっている。保険料の負担割合は、

第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。包括的支援事業・任

意事業費については、総額の７７％を公費で賄い、残りの２３％を第１号被保険者の保

険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が３８．５％、都道府県が１９．

２５％、市町村が１９．２５％となっている。 

  総務管理費や介護認定審査会費等の「総務費」については、市の一般会計からの繰入

金となる。 

 

  第９期木津川市介護保険事業計画の２年目にあたる令和７年度木津川市介護保険特別

会計は、第１０期木津川市介護保険事業計画策定の着手年にあたり、計画策定の前段と

して高齢者実態調査の費用を計上した。 

また、システム標準化に伴う認定審査支援システム改修費を計上したほか、要介護認

定者数の動向やこれまでの実績を踏まえ、今後も健全な介護保険事業を運営するために

必要となる予算を、一般会計予算担当課と協議の上、編成した。 
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第２ 一般状況 

 １ 被保険者の推移 

   令和７年度の介護保険第１号被保険者を２０，５７７人と想定した。 

  （うち、特別徴収対象者を１９，１４４人、普通徴収対象者を１，４３３人と想定） 

年  度 特別徴収対象者 構成比 普通徴収対象者 構成比  合  計 

令和６年度 １９，０４７人 93.3% １，３６４人 6.7% ２０，４１１人 

令和７年度 １９，１４４人 93.0% １，４３３人 7.0% ２０，５７７人 

  ※基準日は、各前年１１月１日現在。 

 

 ２ 要介護（要支援）認定者数の状況 

 要介護度 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合 計 

令 

和 

５ 

年 

１２ 

月 

末 

第 1号被保険者 451 人 582 人 598 人 684 人 546 人 457 人 260 人 3,578人 

第 2号被保険者   2 人 7 人 9 人 12 人 8 人 6 人 10 人 54 人 

合  計 453 人 589 人 607 人 696 人 554 人 463 人 270 人 3,632人 

構成比 (%) 12.5 16.2 16.7 19.2 15.3 12.7 7.4 100.0 

令 

和 

６ 

年 

１２ 

月 

末 

第 1号被保険者 468 人 610 人 615 人 715 人 551 人 460 人 282 人 3,701人 

第 2号被保険者   2 人 8 人 7 人 17 人 10 人 7 人 9 人 60 人 

合  計 470 人 618 人 622 人 732 人 561 人 467 人 291 人 3,761人 

構成比 (%) 12.5 16.4 16.6 19.5 14.9 12.4 7.7 100.0 

 

第３ 保険給付事業 

  令和７年度の保険給付費については、「第９期木津川市介護保険事業計画」における保

険給付費の推計額と令和６年度の実績等を比較して伸びを予測し、予算の編成を行った。 

  令和７年度の予算総額は次のとおりであるが、令和７年度木津川市介護保険特別会計

に占める割合は、約９４．１％とその大部分を占めている。 
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★ 年度別介護保険給付費額（各年度当初予算） 

 保険給付費予算総額 

（千円） 

対前年度比 

 (%) 

令和６年度 ５，６９１，２１６    101.5 

令和７年度 ６，０４３，１３０    106.2 

 

 １ 介護サービス等諸費 

  （1） 居宅介護サービス給付費については、１か月当り２２４，０００千円と推計し、

年間２，６８８，０００千円とした。 

  （2） 地域密着型介護サービス給付費については、１か月当り５６，０００千円と推

計し、年間６７２，０００千円とした。 

  （3） 施設介護サービス給付費については、１か月当り１５４，０００千円と推計し、

年間１，８４８，０００千円とした。 

  （4） 居宅介護福祉用具購入費については、１か月当り８３０千円と推計し、年間９，

９６０千円とした。 

  （5） 居宅介護住宅改修費については、１か月当り約２，１００千円と推計し、年間

２５，２００千円とした。 

  （6） 居宅介護サービス計画給付費については、１か月当り２５，５００千円と推計

し、年間３０６，０００千円とした。 

 

 ２ 介護予防サービス等諸費 

  （1） 介護予防サービス給付費については、１か月当り９，５００千円と推計し、年

間１１４，０００千円とした。 

  （2） 地域密着型介護予防サービス給付費については、１か月当り７４０千円と推計

し、年間８，８８０千円とした。 

  （3） 介護予防福祉用具購入費については、１か月当り２５０千円と推計し、年間３，

０００千円とした。 

  （4） 介護予防住宅改修費については、１か月当り約１，８００千円と推計し、年間

２１，６００千円とした。 

  （5） 介護予防サービス計画給付費については、１か月当り２，２００千円と推計し、

年間２６，４００千円とした。 
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 ３ その他諸費 

   審査支払手数料については、１か月当り５４０千円と推計し、年間６，４８０千円

とした。 

 

 ４ 高額介護サービス等費 

   高額介護サービス等費については、１か月当り１４，６００千円と推計し、年間 

１７５，２００千円とした。 

 

 ５ 高額医療合算介護サービス等費 

   高額医療合算介護サービス等費については、１か月当り２，０００千円と推計し、

年間２４，０００千円とした。 

 

 ６ 特定入所者介護サービス等費 

   特定入所者介護サービス等費については、１か月当り９，５００千円と推計し、 

年間１１４，０００千円とした。 

 

第４ 歳 入 

 １ 保険料 

   令和７年度の介護保険料は、第１号被保険者の総数を２０，５７７人と想定した。 

   第１号被保険者保険料においては、特別徴収保険料見込額１，３７１，０００千円、

普通徴収保険料見込額を１１０，０００千円、滞納繰越分を１，０００千円とし、保

険料の総額を１，４８２，０００千円とした。（内、保険給付費充当分１，４１７，４

７８千円、地域支援事業費充当分５５，９８５千円） 

 

 ２ 使用料及び手数料 

   介護保険料の滞納者に対する督促手数料として、５０千円を計上した。 

 

 ３ 国庫支出金 

  (1) 国庫負担金 

    介護給付費の国庫負担分として、当該年度における保険給付費額６，０４３，１

３０千円に１００分の２０（施設給付は１００分の１５）を乗じた額１，１１０，

５２５千円を計上した。 

  (2) 国庫補助金 

    調整交付金として、当該年度における保険給付費額６，０４３，１３０千円に１

００分の０．８６（想定交付割合）を乗じた額５１，９７０千円を計上した。 

    地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業国庫負担分として、当該年度
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における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費

（審査支払手数料）額１４０，０４３千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、

１００分の２０．８６を乗じた額２８，５６２千円を計上した。 

    地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業国庫負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額１４３，５００千円から利用者負担分１千円を除

き、１００分の３８．５を乗じた額５５，２４６千円を計上した。 

    市町村の自立支援・重度化防止等の取組に対する保険者機能強化推進交付金につ

いて、５，３２８千円を計上した。 

    保険者機能強化推進交付金に加え、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点

的に支援するために創設された保険者努力支援交付金について、８，８５８千円を

計上した。 

 

 ４ 支払基金交付金 

   介護給付費の社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者分）として、当該

年度における保険給付費額６，０４３，１３０千円に１００分の２７を乗じた額１，

６３１，６４５千円を計上した。 

   地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業社会保険診療報酬支払基金負担

分（第２号被保険者分）として、当該年度における介護予防・生活支援サービス事業

費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）額１４０，０４３千円か

ら利用者負担分３，１２０千円を除き、１００分の２７を乗じた額３６，９６９千円

を計上した。 

 

 ５ 府支出金 

  (1) 府負担金 

    介護給付費の府負担金分として、当該年度における保険給付費額６，０４３，１

３０千円に１００分の１２．５（施設給付分は１００分の１７．５）を乗じた額８

５３，４９１千円を計上した。 

  (2) 府補助金 

    地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業府負担分として、当該年度に

おける介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審

査支払手数料）額１４０，０４３千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、１

００分の１２．５を乗じた額１７，１１５千円を計上した。 

    地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業府負担分として、当該年度における

包括的支援事業・任意事業費額１４３，５００千円から利用者負担分１千円を除き、

１００分の１９．２５を乗じた額２７，６２２千円を計上した。 
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 ６ 財産運用収入 

   介護給付費準備基金利子として、１千円を計上した。 

 

 ７ 寄附金 

   一般寄附金として、１千円を計上した。 

 

 ８ 繰入金 

  (1) 一般会計繰入金 

   ① 介護給付費繰入金 

     介護給付費の市負担分として、当該年度における保険給付費額６，０４３，１

３０千円に１００分の１２．５を乗じた額７５５，３９１千円を計上した。 

   ② 地域支援事業繰入金 

     地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業市負担分として、当該年度

における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸

費（審査支払手数料）額１４０，０４３千円から利用者負担分３，１２０千円を

除き、１００分の１２．５を乗じた額１７，１１５千円を計上した。 

     地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業市負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額１４３，５００千円から利用者負担分１千円を

除き、１００分の１９．２５を乗じた額２７，６２２千円を計上した。 

   ③ 事務費繰入金 

     事務費繰入金についての内訳としては、総務管理費に４５，３６０千円、徴収

費に１，０２６千円、介護認定審査会費に３４，２１３千円、趣旨普及費に２，

４０２千円、計画策定委員会費に４，２１１千円、また、公債費の利子として１

００千円の合計８７，３１２千円から督促手数料５０千円を除き、８７，２６２

千円を計上した。 

   ④ 低所得者保険料軽減繰入金 

     低所得者保険料軽減強化の費用として、介護保険料第１段階の保険料基準額に

対する割合を０．４５５から０．２８５に、介護保険料第２段階の保険料基準額

に対する割合を０．６８５から０．４８５に、介護保険料３段階の保険料基準額

に対する割合を０．６９０から０．６８５に軽減するため、５２，２３８千円を

計上した。 

  (2) 基金繰入金 

    介護給付費準備基金繰入金として、１７０，３９２千円を計上した。 

 

 ９ 繰越金 

   前年度繰越金として、１千円を計上した。 
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 １０ 諸収入 

  (1) 延滞金、加算金及び過料 

   ① 第１号被保険者延滞金 

     第１号被保険者の保険料延滞金として、１千円を計上した。 

   ② 過料 

     介護給付費の過料として、１千円を計上した。 

  (2)  雑入 

    雑入として、一般介護予防事業の生きがい対応型デイサービス事業利用者負担金

１，９２０千円、一般高齢者運動器機能向上事業利用者負担金１，２００千円及び

成年後見制度市長申立て本人負担金１千円を計上した。 

 

第５ 歳 出 

 １ 総務費 

   総務管理費に、非常勤職員の報酬、会計年度任用職員の報酬及び事務執行に要する

通信運搬費等として４５，３６０千円、徴収費に１，０２６千円、介護認定審査会費

に３４，２１３千円、介護保険制度の普及・啓発を図るための趣旨普及費に２，４０

２千円、計画策定委員会費に４，２１１千円を計上した。 

 

 ２ 保険給付費 

   要介護者及び要支援者に対する保険給付費は、支出の大部分（予算に占める割合は

約９４．１％）を占める。 

   高齢者人口の増加による給付費の上昇を見込み、本年度は６，０４３，１３０千円

を計上した。 

 

 ３ 地域支援事業費 

   被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態

となった場合でも可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う支援するとともに、地域における包括的・継続的なマネジメント機能を強化するた

めの地域支援事業費について、２８３，５４３千円を計上した。 

   科目別の主な予算額は次のとおりである。 

  (1) 包括的支援事業・任意事業費は、権利擁護事業に２，３８６千円、包括的・継続

的マネジメント支援事業に、６８，６２３千円、任意事業として家族介護支援事業

（紙おむつ給付事業、家族介護慰労事業）に１９，０２７千円、成年後見制度利用

支援事業に４，３１５千円、地域自立生活支援事業（配食サービス事業）に６，３

００千円、認知症サポーター等養成事業に１５５千円を計上した。また、在宅医療・

介護連携推進事業に３，８２２千円、生活支援体制整備事業に１４，７２６千円、
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認知症総合支援事業（認知症対応型カフェ事業、認知症初期集中支援事業、認知症

地域支援・ケア向上事業）に２３，７８６千円、地域ケア会議推進事業に３６０千

円を計上した。 

  (2) 介護予防・生活支援サービス事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業として、

個々の状態に応じた訪問型サービスや通所型サービスの提供に係る費用、９４，０

８３千円、介護予防ケアマネジメント事業に１１，２２０千円を計上した。また、

高額介護予防サービス相当事業に３２４千円、高額医療合算介護予防サービス相当

事業に３０１千円を計上した。 

  (3) 一般介護予防事業費は、生きがい対応型デイサービス事業や一般高齢者運動器機

能向上事業等の介護予防普及啓発事業に３１，５４０千円、介護予防サポーター養

成委託料等の地域介護予防活動支援事業に９８９千円、介護予防把握事業に４５千

円、地域リハビリテーション活動支援事業に１，１００千円を計上した。 

 

 ４ 基金積立金 

   介護給付費準備基金積立金に１千円を計上した。 

 

 ５ 公債費 

   介護保険事業運営の中で、財源不足が生じた場合の一時借入金にかかる利子として

１００千円を計上した。 

 

 ６ 諸支出金 

  (1) 第１号被保険者保険料の還付金として、３，５００千円を計上した。 

  (2) 第１号被保険者保険料の還付加算金として、４０千円を計上した。 

  (3) 国、京都府及び社会保険診療報酬支払基金に対する保険給付費負担金等の返還金

が生じた場合のために償還金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 予備費 

   予備費として、５，０００千円を計上した。 

 



（歳入）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 保　　険　　料 1,482,000 23.1 1,429,000 23.6 53,000 3.7

　① 現 年 度 分
　 特別徴収保険料

　② 現 年 度 分
　 普通徴収保険料

　③ 滞納繰越分
　 普通徴収保険料

２ 使 用 料 及 び
　 手　　数　　料

３ 国 庫 支 出 金 1,260,489 19.6 1,200,523 19.8 59,966 5.0

　(1) 国庫負担金 1,110,525 17.3 1,048,542 17.3 61,983 5.9

　(2) 国庫補助金 149,964 2.3 151,981 2.5 △ 2,017 △ 1.3

４ 支払基金交付金 1,668,614 26.0 1,573,421 26.0 95,193 6.1

５ 府　支　出　金 898,228 14.0 845,433 14.0 52,795 6.2

　(1) 府 負 担 金 853,491 13.3 801,101 13.2 52,390 6.5

　(2) 府 補 助 金 44,737 0.7 44,332 0.8 405 0.9

６ 財　産　収　入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７ 寄　　附　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

８ 繰　　入　　金 1,110,020 17.3 1,006,426 16.6 103,594 10.3

 (1)一般会計繰入金 939,628 14.6 884,041 14.6 55,587 6.3

 (2)介護給付費
　　準備基金繰入金

９ 繰　　越　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 諸　  収　  入 3,123 0.0 3,123 0.0 0 0.0

 (1) 延滞金、加算
　　 金及び過料

 (2) 雑　 　　入 3,121 0.0 3,121 0.0 0 0.0

合　　　計 6,422,527 100.0 6,057,979 100.0 364,548 6.0

2 0.0 2 0.0 0 0.0

170,392 2.7 122,385 2.0 48,007 39.2

50 0.0 50 0.0 0 0.0

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

110,000 1.7 99,000 1.7 11,000 11.1

介護保険特別会計歳入歳出当初予算額対前年度比較表

令和７年度 令和６年度

科　　　目

1,371,000 21.4 1,329,000 21.9 42,000 3.2
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（歳出）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 総　　務　　費 87,212 1.4 76,914 1.3 10,298 13.4

　(1) 総務管理費 45,360 0.7 43,362 0.7 1,998 4.6

　(2) 徴　収　費 1,026 0.0 1,096 0.0 △ 70 △ 6.4

　(3) 介護認定審
　　　査会費

　 ① 介護認定審
　　　査会費

　 ② 認定調査等費 17,584 0.3 18,702 0.3 △ 1,118 △ 6.0

　(4) 趣旨普及費 2,402 0.0 2,634 0.1 △ 232 △ 8.8

　(5) 計画策定委
　　　員会費

２ 保 険 給 付 費 6,043,130 94.1 5,691,216 93.9 351,914 6.2

 (1) 介護サービス
　　 等諸費

 (2) 介護予防サー
　　 ビス等諸費

 (3) その他諸費 6,480 0.1 6,240 0.1 240 3.8

 (4) 高額介護サー
　　 ビス等費

 (5) 高額医療合算介

　　 護サービス等費

 (6) 特定入所者介護

　　 サービス等費

３ 地域支援事業費 283,543 4.3 281,207 4.6 2,336 0.8

 (1) 包括的支援事業
　　　任意事業費

143,500 2.2 141,813 2.3 1,687 1.2

４ 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 公　　債　　費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

６ 諸　支　出　金 3,541 0.1 3,541 0.1 0 0.0

７ 予　　備　　費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

合　　　計 6,422,527 100.0 6,057,979 100.0 364,548 6.0

0.0（4）その他諸費 441 0.0 441 0.0 0

0.7

（3）一般介護予防
　　 事業費

33,674 0.5 33,710 0.6 △ 36 △ 0.1

 (2) 介護予防・生活支
援 サービス事業費

105,928 1.6 105,243 1.7 685

114,202 1.8 114,202 1.9 0 0.0

24,200 0.4 24,200 0.4 0 0.0

175,201 2.7 156,001 2.6 19,200 12.3

173,883 2.7 158,493 2.6 15,390 9.7

5,549,164 86.4 5,232,080 86.3 317,084 6.1

4,211 0.1 351 0.0 3,860 1,099.7

16,629 0.3 10,769 0.2 5,860 54.4

令和７年度 令和６年度

科　　　目

34,213 0.6 29,471 0.5 4,742 16.1
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